
第３ 本県における予防行政

１ 火災予防運動

（１） 秋季火災予防運動（平成 26 年 11 月 9 日～11 月 15 日）

冬に向かって火を使用する機会が増えるため，火の取扱いの注意と住宅火災の防止の啓発に重

点を置き，ラジオ広報やパネル展示等により，火災予防運動を行った。

（２） 春季火災予防運動（平成 27 年 3 月 1 日～3 月 7日）

春は空気が乾燥し，季節風が強くなることなどから，火災が発生しやすい気象条件となる。特

に，枯れ草への火入れ等により林野火災に発展してしまうケースが後を絶たないことから，通所

の住宅火災に加え林野火災予防に重点を置き，ラジオ広報やパネル展示等により，火災予防運動

を行った。

（３） その他の火災予防運動

「文化財防火デー」などの予防運動を展開する等各方面にわたって防火意識の高揚に努めた。

２ 民間防火組織の育成

本県の火災発生の原因は，タバコの不始末，こんろ，たき火及び火入れ等の火の取扱いの不注

意による失火が大半を占めており，火を使用する際の警戒を怠らなければ大幅に減少できるもの

である。

このことを踏まえ，県としては県内で約３０万人の会員数を誇る婦人防火クラブや同じく約２

万８千人のクラブ員の幼年消防クラブの育成支援を行い，それらのクラブ員をとおして，県民一

人ひとりの火災防意識の高揚を図ることとしている。

（１） 幼・少年消防クラブ

火災予防意識を持続的に継続していくためには，幼少年時期からの教育・訓練が非常に重要で

ある。このことから，県としては，消防学校においてこれらクラブの指導者に対しての研修会を

実施し，クラブ活動の支援を行っている。

（２） 婦人防火クラブ

家庭防火を地域で一体的に進めるために結成された婦人防火クラブは，今や家庭内防火だけで

なく，女性ならではの視点を活かした防火・防災のための実践活動や災害時の後方支援活動など，

その役割・重要性は年々増加している。

このことから，県としては，県内の婦人防火クラブの中心的組織である「宮城県婦人防火クラ

ブ連絡協議会」の活動を支援することにより，県内婦人防火クラブの育成を行っている。



表１ 民間防火組織の現状

（平成 27年 4月 1日現在）

消防本部

区分 幼年消防クラブ 少年消防クラブ 婦人防火クラブ

クラブ数 クラブ員数 クラブ数 クラブ員数 クラブ数 クラブ員数

仙台市 44 6,181 17 2,366 519 105,067

名取市 14 995 0 0 68 12,597

岩沼市 4 790 0 0 17 2,842

栗原市 13 552 0 0 133 6,367

登米市 25 1,480 6 1,291 37 10,093

塩釜地区消防事務組合 51 4,467 25 1,854 68 43,806

大崎地域広域行政事務組合 39 1,553 1 83 260 34,051

亘理地区行政事務組合 10 507 0 0 73 11,088

石巻地区広域行政事務組合 54 4,285 35 1,094 12 1,055

仙南地域広域行政事務組合 38 2,791 0 0 486 49,684

黒川地域行政事務組合 20 3,312 3 60 67 18,969

気仙沼・本吉地域広域行政事務組合 35 1,423 8 365 75 5,754

計 347 28,336 95 7,113 1,815 301,373

（３） 自主防災組織

  地域の安全を確保するため，地域住民が自主的に結成した防災組織である。

区分毎の組織数を見ると，町内会が一番多く 3,768 で全体の 81.9％を占めている。



表２ 自主防災組織の現状（平成 26年 4 月 1日現在）

    区分  

団体

組織数 組織数 組織数 組織数 規約策定

組織数
隊員数

計 町内会 小学校 その他

宮城県計 4,602 3,768 0 834 3,808 1,068,997

構成率 100.0% 81.9% 0.0% 18.1% ‐ -

仙台市 1,390 1,365 0 25 1,390 397,689

石巻市 225 214 0 11 0 58,838

塩竈市 84 72 0 12 84 5,712

気仙沼市 148 93 0 55 93 5,406

白石市 194 94 0 100 194 28,804

名取市 156 97 0 59 156 37,487

角田市 154 61 0 93 154 22,144

多賀城市 58 46 0 12 46 61,937

岩沼市 60 60 0 0 60 14,072

登米市 300 300 0 0 300 14,585

栗原市 253 252 0 1 253 62,439

東松島市 83 83 0 0 83 40,049

大崎市 353 353 0 0 353 135,372

蔵王町 27 0 0 27 27 3,024

七ヶ宿町 9 0 0 9 0 546

大河原町 38 38 0 0 38 7,940

村田町 29 4 0 25 4 3,455

柴田町 81 42 0 39 81 38,395

川崎町 8 8 0 0 8 2,833

丸森町 200 77 0 123 44 12,709

亘理町 120 120 0 0 0 33,931

山元町 45 22 0 23 45 4,587

松島町 54 0 0 54 54 8,587

七ヶ浜町 21 20 0 1 21 6,440

利府町 25 25 0 0 25 12,489

大和町 52 52 0 0 52 5,863

大郷町 44 22 0 22 22 2,704

富谷町 57 27 0 30 57 14,816

大衡村 1 0 0 1 1 1,267

色麻町 49 24 0 25 49 3,869

加美町 84 79 0 5 0 3,415

涌谷町 86 39 0 47 0 5,950

美里町 63 63 0 0 63 8,426

女川町 2 2 0 0 2 300

南三陸町 49 14 0 35 49 2,917

※平成 26年度消防防災・震災対策現況調査に基づき作成



３ 無火災地域推進運動

火災のない地域づくりを推進するため通年運動として，消防関係行政機関と婦人防火クラブ等

民間防火組織が一体となって火災予防思想の普及啓発を図り，もって火災の発生を防止し，明る

く住みよい無火災地域の推進を図ることを目的とし，無火災地域推進に功績のあった団体を表彰

する等の運動を実施した。

４ 消防設備士制度

昭和 40年 5月の消防法の一部改正により，消防用設備の工事又は整備は「消防設備士の資格

を有する者が行わなければならない」と規定され，昭和 41年 10月から消防設備士制度が発足し

た。

消防設備士の試験については危険物取扱者試験と同様に都道府県知事が実施することとされ，

その後，昭和 58年に指定試験機関制度の創設により，宮城県では，昭和 60年度から財団法人（現：

一般財団法人）消防試験研究センター宮城県支部に試験実施を委託している。

表３は，消防設備士試験の実施状況を表したものである。平成 26年度は 6月と 11 月の計 2回

実施し，受験者 1,415 人のうち合格者は 429 人で，合格率は 30.3％となっている。

表４は，消防設備士免状の交付状況を表したものである。平成 26年度末までの交付者数は延

べ 17,966 人となった。

表５は，過去 3年間の消防設備士法定講習の受講状況を表したものである。消防設備士は，都

道府県知事が行う工事整備対象設備等の工事又は整備に関する講習を受けなければならない（消

防法第 17条の 10）とされており，宮城県では，社団法人（現：一般社団法人）宮城県消防設備

協会に当講習実施を委託している。

また，永年にわたり消防用設備等の適正な工事又は整備及び保守点検に従事し，防火思想の普

及及び火災の未然防止に功績のあった消防設備士の表彰を行った。



表３ 平成 26 年度消防設備士試験実施状況

区 分 受験者数 合格者数 合格率（％）

甲

種

特類 19 5 26.3

第１類 245 48 18.9

第２類 35 13 37.1

第３類 74 19 25.7

第４類 300 95 31.7

第５類 60 18 30.0

乙

種

第１類 57 9 15.8

第２類 11 4 36.4

第３類 11 3 27.3

第４類 145 43 29.7

第５類 11 6 54.5

第６類 332 102 30.7

第７類 106 64 60.4

合 計 1,415 429 30.3

表４ 平成 26 年度消防設備士免状交付状況

種 類 計

甲 種 乙 種

特

類

第

１

類

第

２

類

第

３

類

第

４

類

第

５

類

第

１

類

第

２

類

第

３

類

第

４

類

第

５

類

第

６

類

第

７

類

規

交付 419 5 46 13 19 96 19 7 4 3 38 6 101 62

（累計） 17,966 8,806 9,160

書

換

写真以外 5

写真 312 ・ 写真以外：氏名や本籍の書換

（うち同時） 19 ・ うち同時：写真書換と同時に，写真以外の書換を行った場合

再交付 32

表５ 消防設備士法定講習受講状況

年

度
申込者数 受講者数

講習の種類

消火設備 警報設備
消火器・

避難設備

特殊消防

設備等

24 1,202 1,178 357 486 315 20

25 1,164 1,146 319 449 366 12

26 1,063 1,052 275 461 310 17


